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カラマツ圧密材の強度性能向上技術の検討
その1 熱圧条件と基礎物性の関係

林産試験場 技術部 生産技術グループ 古田直之・古井戸宥樹・大橋義徳
北海道大学，株式会社山上木工

研究の背景･目的

トドマツに適用されてきた圧密技術をカラマツに応用し、家具部材として利用可能な高強度な木質材

料の製造技術と利用技術の開発を進めています。これまでの検討において、従来の圧密材の製造技術を

適用し160℃以上の高温で熱圧するとカラマツ材に熱劣化が生じるため、曲げ強度や接合部耐力が顕著

に低下することが明らかになりました1)。そこで、その1では、カラマツ圧密材の強度性能の向上を目指

して比較的低温で圧密材を製造し、基礎物性を調べた結果を報告します。

研究の内容･成果

カラマツの成熟材部から採材した厚さ30㎜の製材を厚さ18㎜まで圧縮しました（圧縮率40％）。製造

工程は、まず製材を高温にして熱軟化させ、最大圧力約5MPaまで圧力をかけ、一定時間保持をして寸法

を固定させます（写真1）。この時の熱圧温度は100～160℃の4条件とし、圧密前のラミナの含水率は約

15％に設定しました。製造した圧密材について、以下(1)～(3)の性能を評価しました。

図3 圧密材の曲げ強さ

文献1) 古田直之他7名：林産試だより2025年7月号

TS (%)=(T2-T1)/T1×100
T1：吸水前の厚さ
T2：吸水後の厚さ

(1) 吸水厚さ膨張率

試験片（50×50㎜）を20℃の
水中に24時間浸せきさせ、吸
水厚さ膨張率（TS )を算出

図1 圧密材の吸水厚さ膨張率

(2) ブリネル硬さ

JIS Z2101に準じてブリネル硬さを算出
（試験片：50×50mm）

今後の展開

圧密材のすべての評価項目を考慮すると、今回の製造条件の範囲内では、熱圧温度120℃～140℃程度の
条件が望ましいことがわかりました。しかし、圧密材製造時の保持時間や冷却方法など未検討の項目もあ
り、引き続き、最適な製造条件について検討していく予定です。

図2 圧密材の密度とブリネル硬さ

(3) 曲げ性能

中央集中荷重方式の3点曲
げ試験（スパン：270mm）
を行い、曲げ強さを算出

写真1 圧密材製造時の様子
・木口付近(①,⑤)のTS が大

きく内部は小さい傾向（図1）

・熱圧温度の上昇に伴いTS が減

少し、120℃以上で良好

・熱圧温度を従来の160℃以

上から140℃以下に下げる

ことにより曲げ強さが大

きく向上（図3）

・温度100℃～140℃では、

曲げ強さに大差ない
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・圧密によりブリネル硬さが向上（図2）

・熱圧温度による影響は不明確
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◆既往の研究2)では、都市化による気温上昇により気候値平衡含水率は低下傾向にあるとされていましたが、

2003年前後から相対湿度上昇による上昇傾向にあることが判りました。 。



https://www.hro.or.jp/forest/research/fpri/koho/default/dayori.html 林産試だより 2026 年 8 月号 

https://www.hro.or.jp/forest/research/fpri/koho/default/dayori.html  

行政の窓

林業施設整備等利子助成事業について 

◆令和8年度の林業施設整備等利子助成事業開始のお知らせ

令和8年度の林業施設整備等利子助成事業が始まりましたのでお知らせいたします。

林業施設整備等利子助成事業は，皆様の「木材の生産・加工・流通体制を改善したい

。」，「施業集約化のために林地を取得したい。」，「自然災害により被害を受けた

事業用資産を復旧し経営を再建したい。」，「資金繰りを円滑にして経営の維持安定

を図りたい。」などの思いにお応えして，設備投資などに対する融資の充実を図るた

め主に日本政策金融公庫から借り入れた資金について，利息支払いの負担を軽減する

制度です。 

（https://www.zenmokukyo.jp/jigyou/shisetsuseibi_josei/r08_leaflet.pdf?t=1） リーフレットはコチラから

・林業施設整備等利子助成事業のリーフレット（PDF）

対象者，対象となる資金・助成期間・助成率等の詳細につ
いては，リーフレット及び下記の表をご覧下さい。

◆対象者，対象となる資金・助成期間・助成率等

◆申請手続きについて

　 申請書の様式は，全国木材協同組合連合会のホームページ【お知らせ】の「令和8年度
林業施設整備等利子助成事業の募集について」をご覧下さい。事業内容についての詳細

は，北海道木材産業協同組合連合会までお問い合わせ下さい。

（https://www.zenmokukyo.jp/jigyou/shisetsuseibi_josei/r08_josei.html）
申請手続きはコチラから

問合せ先

◎北海道木材産業協同組合連合会 TEL：011-251-0683

利子助成事業関係に関するお問い合わせ

TEL：0157-61-8212・北見支店　（オホーツク）

・帯広支店　（十勝・釧路・根室）

・札幌支店（帯広支店及び北見支店の業務区域を除く全域） TEL：011-251-1261

TEL：0155-27-4011

◎日本政策金融公庫

融資関係に関するお問い合わせ

最大２％

対
象
者

対
象
資
金
助
成
期
間

助
成
率

森林経営管理法の規定により公表され
ている民間事業者（公表事業者）

農林漁業
施設資金

林業基盤
整備資金

農林漁業
セーフティ
ネット
資金

農林漁業
セーフティネット

資金

ウクライナ情勢等に伴う原油価格・
物価高騰等の影響を受けた林業者
で，一定の条件を満たす者

原油価格・
物価高騰等対策借換資金

最長５年間

農林漁業
施設資金

林業経営
育成資金

林業構造
改善事業
推進資金

相続等に
必要な
資金

農林漁業
施設資金

社会的又は経済的環境変化によ
り経営状況が悪化し，その影響
内容を証明できる林業者等

最長１０年間最長５年間

林業経営基盤の強化等の促進のため
の資金の融通等に関する暫定措置法
の認定を受けた林業者等

農林漁業施設資金

最長５年間

自然災害により事業用資産が被
害を受け，市町村長から被害内
容の証明を受けた林業者等

最長１０年間

▽令和 8 年度版リーフレット

（水産林務部林務局林業木材課木材産業係（林業金融）） 
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